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はじめに

人間を、肉体労働が得意な人と頭脳労働が得意な人に大きく分類できるのと同
様、機械もまた、肉体労働が得意な機械と頭脳労働が得意な機械に大きく分類で
きる。

エンジンやモーターなど動力で動く機械（肉体労働が得意な機械）が人間社会
で普及するということは、すなわち機械が人間の肉体労働を代替することであり
、電気で動くコンピュータ（頭脳労働が得意な機械）が人間社会で普及するとい
うことは、コンピュータが人間の頭脳労働を代替することを意味している。

かつて人間が大量に投入され肉体労働で遂行していた作業は今ではほとんど無
くなった。例えば土木工事の大部分は重機に代替された。

それと同様、コンピュータがさらに高度化すると人間の頭脳労働がほとんど代
替されると予想される。人工知能は、文字通り、人間の頭脳を機械で実現するこ
とを最終目標としている。

これからは本格的に、頭脳労働者、すなわちホワイトカラー・オフォスワーカ
ーが機械に代替されていく時代であり、そうした時代にあって、雇用や人的資本
形成、人間の幸せをどう考えればよいかが課題になってくる。
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動力駆動機械は、これまで人間の肉体労働を代替してきたが、その代替スピー
ドは遅く、一生仕事を継続し次の世代が継がないといった形態が可能であり、ま
た配置転換により大部分の雇用が守られ、職を失った人数を遥かに超える新産業
による雇用創出があり、また重労働からの解放との面もあったため、過去には英
国でラッダイト運動などが起きたこともあったが、全体的には比較的スムーズに
、機械が人間社会のなかに普及していった。

AIは、人間の頭脳労働を代替するものであるが、ほぼムーアの法則に従って技
術発展するため、例えば通訳・翻訳のように、代替スピードが速い。一気に多く
の人を代替するのがAI技術の特徴である。最近の生成AIの登場により、多くのオ
フィスワークの分野で、同様の現象が起きるのではないかという不安が広がって
いる。一方で、現時点で依然として大きな雇用吸収力を持ったAI新産業が出現し
ていない。

高度頭脳労働者の年棒はとても高いので、AI使用料が多少高くても人件費より
も安く、採算を取れるようになってきた。

AI技術は初歩的で、人間の頭脳労働を「補完」する段階であるが、やがて更に
技術が進めば本格的な「代替」の時代に入る。そのような時代を迎える前に、ど
のような対策をすればよいか、今から検討しておくことが大切である。
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家内製手工業

生産ライン
富岡製糸工場

自動織機
初期

自動織機
現代
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時間の推移

百

業
務
量
の
比
率

零

人海戦術

機械が担う業務

情報通信が担う業務

肉体労働を代替

頭脳労働を代替

人間を投入

目的 最新技術を導入して生産性を上げる

省力化投資
自動化投資
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参考）ムーアの法則

1965年、英国人ゴードン・ムーアによる、半導体集積回路の部品数は毎年2倍の
スピードで増えるとの予測である。それは経験値だったが、その傾向は今でも
続いている。

このため、半導体集積回路を使ったコンピュータやAIなどの処理速度や保存容
量などは、毎年2倍という累乗のスピードで増えている。

このハードウエアの急速な進化が、従来のモーターやエンジンを動力として用
いた駆動機械とは比較にならないほどのAI技術の急速な進化を支えている。
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AIが経済に影響を与える可能性 IMF (2024）

2024年4月世界経済見通において、AIの採用が世界の中期的成長率を
＋0.1%～＋0.8%高める可能性を指摘

また、公表資料「AIと仕事の未来」のなかで、AIが経済に影響を与える可
能性について以下のように述べている。
• ［労働代替］これまで労働者が行っていた業務がAIに移行し、労働収入
の減少につながる可能性がある

• ［補完性］人間の労働とAIの補完性が高い職業において、AIに代替さ
れないタスクが増加し、そのタスクの重要性が高まる可能性がある

• ［生産性］広範な生産性の向上につながり、投資の増加、全体的な労働
需要が増加し、労働力の減少の一部を相殺する可能性がある

• 先進国はより大きなリスクにさらされているが、新興国、途上国よりもAI

の利点を活用するための態勢が整っている
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出典）独立行政法人経済産業研究所 「生成AIが雇用に与える影響」
https://www.rieti.go.jp/users/iwamoto-koichi/serial/165.html

IMF[2024], WORLD ECONOMIC OUTLOOK https://www.imf.org/en/Publications/WEO/Issues/2024/04/16/world-

economic-outlook-april-2024

https://www.rieti.go.jp/users/iwamoto-koichi/serial/165.html
https://www.imf.org/en/Publications/WEO/Issues/2024/04/16/world-economic-outlook-april-2024
https://www.imf.org/en/Publications/WEO/Issues/2024/04/16/world-economic-outlook-april-2024
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出典 1980, 1990, and 2000 Census Integrated Public Use Microdata Series (IPUMS)よりAutor(2015)が作成

低スキル

増加

中スキル

減少

高スキル

増加

職が失われる境界→より高スキル者へ移動

Autor, D. H. (2015). Why Are There Still So Many Jobs? The History and Future of Workplace Automation. Journal of 

Economic Perspectives, 29(3), 3–30. 

米国におけるスキル別職業の割合の10年毎の変化



9出典）未来人材ビジョン 令和４年５月 経産省



10出典）未来人材ビジョン 令和４年５月 経産省



国別傾向

OECD

分析

変化中 変化小 変化大

スキル別の職業ごとの労働者比率の変化
（米国、EU、日本、2002年から2014年まで）
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ジニ係数の推移

米国

日本

情報化の進展により経
済格差が拡大している
ことがわかる
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AI時代の仕事の分布

従来の仕事の分布

AIにより代替される人間の仕事

AIにより新しい産業が
興り、創出される仕事

図 AIにより失われる仕事と創出される仕事のイメージ図

スキル度

補完関係
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AI 時代の仕事の分布

従来の仕事の分布

AI により代替される人間の仕事

AI により新しい産業

が興り、創出される仕
事（理想）

図 AI により代替される仕事がより増え、かつ高度化したときの
創出される仕事のイメージ図

スキル度

代替関係に移行

実態
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Routine Task Intensity 

機械に代替されるのは「プログラム化可能なルーテイン業務」であった。そのため、各国
に、どの程度の「ルーテイン業務」が存在しているのか、計測する研究も盛んに行われた。

指標

各国の国内に存在する
ルーテイン業務の量 15



オフィス業務にAIが導

入されると、これと同じ
現象が起きる
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今後の予測



Georgieff and Hyee (2021）によると、近年のAIの進歩の影響を大きく受
ける職業には、マネージャー、科学および工学の専門家、法律、社会、文
化の専門家など、高スキルを要するホワイトカラーが含まれる。

そして、高度なデジタルスキルを有する場合、労働者はこうした職種におけ
るよりよい雇用機会が獲得できる。

結果として、AIを効果的に使用するスキルを持つ労働者とそうでない労働
者との間の労働市場の格差が拡大する可能性がある。

こうした知見を踏まえると、一般的には高スキルを要するとはみなされてこ
なかった、店舗の売子などの頭脳労働と手足の肉体労働を組み合わせた
労働こそが、 AIとロボットの最適な組み合わせを行う難しさから、置き換え
の採算が合わない可能性もある。

出典）Georgieff, A. and Hyee, R. (2021）“Artificial Intelligence and Employment: New 

Evidence from Occupations Most Exposed to AI,” OECD Social, Employment and Migration 

Working Papers, No. 265.
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米英を対象にデータ分析を行なったBakhshi et al. (2017)によると、米国およ
び英国の労働力の9.6%および8.0%が、2030年までに労働力が増加する可能
性が高い職業に就いており、18.7% および21.2%が減少する可能性が高い職
業に就いている。AI産業により雇用が増えるという点も数字で示した点が、
この研究の特徴である。だが、AI産業は、雇用に与えるマイナスの影響をカ
バーするほどまでには雇用を生み出さないようだ。

Brussevich et al. (2018）は、世界の中で女性の解雇のリスクが最も高い国
は日本である、と警告している。日本においては、一般職、非正規、派遣と
いった低賃金あるいは不安定な就労形態に従事する多くが女性である。彼
女らの多くが従事するのがAIやそれと接続した機械により代替可能な業務
である。

出典）Bakhshi, H., Downing, J., Osborne, M. and Schneider, P. (2017) The Future of Skills: 

Employment in 2030. London: Nesta.

出典）Brussevich, M., Dabla-Norris, E., Kamunge, C., Karnane, P., Khalid, S. and Kochhar, K. 

(2018) “Gender, Technology, and the Future of Work,” IMF Staff Discussion Note, No. 

201818/007. 
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労働力移動

労働力移動

リスキリング

AI導入による生産性向上
の過程で職を失う人々

AI導入によ

り新しい産
業や大きな
雇用を創出
する分野

図 リスキリングによる労働力移動のイメージ
誰が責任をもって実施する
のか？ 20



スキルアップ リスキリング

旧来の技術 新しいAI技術

旧来の市場 余剰人員 成長市場 人材不足
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古い技術を用いて働いていた人々古い技術で
は働けなか
った人々

リスキリング 再教育・再訓練

新しい技術を用いて働ける人々 新しい技術
では働けな
い人々

従来

DX時代

DX・AI時代に新しく労働市場に参入できる人々と退出する人々
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AIが人間の労働に代替する前に、当面我々が直面する「生成
AIが雇用に与える影響」の大きな３つの波：

１ 生成AIを使いこなせない人が、労働市場から弾き飛ばされる

かつてパソコンが1人１台配布されたときに発生した問題と同じ

２ 雇用減より賃金低下

チャットGPTによって、平均的な執筆スキルを持つ人々が、論文や記事を書くこと
ができるようになり、ジャーナリストの競争は激しくなり、賃金が低下。

GPS技術とウーバーが出現した時、タクシー運転手が全ての道を知っていること
の価値が下がり、その結果、既存のタクシー運転手は大幅な賃下げを経験。

３ デジタルに関する高度な知識を持つ専門職に対する需要が急増

データサイエンテイスト、サイバーセキュリテイ専門家などの賃金が高騰
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予想される将来の日本の姿

リスキリングによる組織を超えた労働移転がスムーズに進まないことが予想され

１ 経済格差が拡大する 日本は米国の後を追っている

かつて日本の経済成長を支えた中間層がいなくなる

２ セーフテイネットへの国家財政支出が増加する

国の将来の成長の投資に回す国家財政予算が減少する

３ 企業がグローバルで競争するために必要なスーパースキルを持った人
材が不足し、日本経済の成長の足かせとなる

データサイエンテイスト、サイバーセキュリテイ専門家などの人材が不足
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世帯の所得が「等価可処分所得」の中央値の半分に満たない状態となっている世帯員の割
合が、一般的に「相対的貧困率」とされています。

この「等価可処分所得」とは、家計収入から税金などの非消費支出を差し引いた所得から
世帯を構成する人数を元に算出されるもので、最新の「国民生活基礎調査」によると2021

年時点での日本の相対的貧困層のラインは127万円とされており、日本の相対的貧困率は
15.4％であることが分かりました。これはおよそ6.5人に1人が相対的に貧困状態であること
になり、諸外国と比較をすると、アメリカ合衆国(15.1％)、大韓民国(15.3％)にも抜かれ、先
進国の中で最も高い数値となっていることが分かります。

出典
SDG’s 

magazine

2023.08.10
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AIが目指す将来の姿

工場内の製造現場

オフィス部門

ロボット導入 AI導入

AI導入

ロボット＝人間の手足を代替 AI＝人間の目、耳、頭脳を代替

完全無人化
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日本企業の情報化投資の大きな特徴は、
コスト削減・人員削減を指向する「守りのＩＴ投資」が主流
新しい商品開発・ビジネスモデルの開発・売り上げ増を指向する「攻めのＩＴ投資」は少ない。
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28

守りの投資

売上は変わらず

コスト・人員削減

増える利益は微々
たるもの

攻めの投資

売上を増やす

増える利益は大きい

なによりも従業員が「わくわ
く感」を感じる

売上

利益

コスト

節約ばかり求め
られると従業員
は暗くなる

次に首を切られ
るのは自分では
ないかと思う

残業削減

有給消化

育休取得

賃金増

ボーナス増

従業員は喜ぶ



AIの雇用問題を解決する王道は、新しい事業を興して、失う雇
用よりも、もっと大きな雇用を創出すること。

ロボットの時代は、新しい産業が勃興し、新しい仕事が生まれてきたが、その仕事が
できる人材が、ゆっくりと待っていても、必要な量が確保されてきた。

だが、人工知能の時代では、新しいテクノロジーの急速な勃興に必要な大量の人材
が、急にはそろわない、という問題が深刻化。

テクノロジーの発展で余剰になった人材をリスキリングし、新しく必要とする分野にス
ムーズに移動することが必要

そうしないと、失業の問題よりむしろ、新しい事業が立ち上がらず、世界の競争に負
けてしまうという危機。
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今後の課題

日本には他の先進国に比べてAIアレルギーの人が多い。
古い雇用形態や働き方、人海戦術の仕事の仕方に固執する人が多い。
AIの流れに取り残され、企業ひいては日本という船が沈む。

AIにより代替される仕事に従事している人にリスキリングを行い、新
しい職場に移動させることが理想的だが、全ての人が理想どおりには
いかない。
新しい技術になじめない人も必ず一定数存在する。
そのような人をどう処遇するか。

企業内でリスキリングし、新しい職場に配置転換するのであれば、会
社が責任を持って行うが、人の移動が企業を越えて行われる場合、誰
がリスキリングを行うのか、誰が責任を持って人の移動を行うのか。
人材流動市場がほとんどない日本で、これを全て個人の負担と責任で
行うことは極めて厳しい。
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自社にAI人材は必要ないと考える企業は案外多い。
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我が国のIT人材の量と質 出典）経済財政白書令和４年 32



33出典）未来人材ビジョン 令和４年５月 経産省



出典）未来人材ビジョン 令和４年５月 経産省 34



出典）未来人材ビジョン 令和４年５月 経産省 35



日本は、生成AIを含め、DX導入に関して、世界の周回遅れと言われている

原因
・ 目に見えるモノを作るのは得意だったが、見えない技術に対する恐怖

額に汗してものづくりをする職人 → データを扱う科学的思考
この変化に追従できない日本人が多い

・ 経営者が、DX投資＝「人を削減する投資」と理解
・ 経営者が世界の動向を吸収しないので、現状維持で構わないと思う

実態
・ 日立や富士通など情報通信事業をメインにする企業は世界と競争できる技術

日立は2024年度、Lumada事業の売上高2兆6500億円、調整後EBITA（利払い・税
引き・一部償却前利益）率16％見込み。国内製造大企業の現場は積極的に導入

・ 中小企業ではDXやAIを導入しているのは全国でも数えるくらい
・ 地方では、いまだに電話とファックスだけで仕事している企業も多い
トップとボトムの格差が余りに大きい

どうすれば？
・ 若者はスマホを自由に扱う 経営者は自分でPPTさえ作れない人が多い
世代交代が進むのを待つ

・ DXやAIを使って成果が出た事例を企業が自主的に公開し、他企業に促す
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各国のICT投資額の推移の比較

出典）情報通信白書令和元年
（出典）OECD Statを基に作成 37



今は第3次AIブーム

第一次AIブーム (1950年代 ~ 1960年代)

1960年代に起こった「推論と探索」を行うプログラムに関するブーム。パズルや迷路を解

いたり、単純な数学の定理を証明をしたり、チェスを指したりといった知的な活動を行える
ようになっています。

 第二次AIブーム (1980年代 ~ 1990年代)

”知識” を記憶し保存することでルールの存在しない現実問題を対処する「エキスパート

システム」が登場しました。ある分野のエキスパート（専門家）の知識をコンピュータに保
存してそれに基づいて推論を行うものです。

 第三次AIブーム (2006年 ~ 現在)

2000年台、ディープラーニング「深層学習」の登場です。入力データから自ら特徴を判別

し、特定の知識やパターンを覚えさせることなく学習して行くことができるもので、非常に
深い計算を行うことで機械が自ら “どのような行動を行うべきか” を学習することができま
す。そして2013年に生成AIが登場しました。

今後、第三次AIブームがどうなるか？ いつ収束して、第四次AIブームがいつどのような
技術として登場するか？ 誰にもわからない。

出典・抜粋） https://ai-scholar.tech/learn/c0/0-2
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おわりに

以前、筆者がドイツ・フランクフルトにあるドイツ最大の労働組合IGメタ
ル本部を訪問したとき、幹部から「これまでは職業訓練所で身に着けた技
能で一生食べていけたが、これからは定期的に職業訓練所に戻って新しい
技術を学んでもらわないといけない。だが年齢を重ねた労働者が果たして
もう一度新しい技術を学ぼうとするだろうか。それが最大の課題である。
」「今、学び直しで使う情報技術のテキストを作っているところである。
」との説明を受けた。

それは日本でも、そしてホワイトカラーでも同じ状況だろう。今後、AI技
術が益々加速度的に進化すればするほど、リスキリング、すなわち学び直
しが必要になる。

だが、果たして、どのくらいの人が学び直しをするだろうか。

AIと人間との共存は、その点にかかっていると言っても過言ではない。
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提 案

企業の内部だけで見ると以上のような問題が露になってくる

⇒ シリコンバレーのように「街全体を開発し、雇用を生み出す」 提案

IT企業が働く人には家族がいるし、そこで生活をしている。

そういった人々を対象とした対個人サービス、さらに企業を対象とした対
事業所サービスが必要

例えば、IT企業を辞めた人が、企業の従業員がランチを食べる店で働く
とか、不動産紹介業をするなど、住居を移転することなく、企業、従業員、
その家族の生活や活動に必要なサービスを提供する仕事に就く

企業が成長すればするほど、その市場は大きくなる。
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